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は じ め に
ドイツの重放火罪は, 人の住居に用いられていることだけを構成要件要素と
する。一棟の大規模な難燃性建造物において, 非現住部分が放火客体となった
場合, 現住部分の各居室との関係で一体性が問題になる。例えば, 共同住宅の
地下室や雑居ビルの店舗が放火された場合, 現住部分を含んだ建造物全体に対
する重放火罪が成立するのか, 非現住部分に対する単純放火罪にとどまるのか
である。この解釈問題は, 主に重放火罪の「燃焼要件」で争われていて構成要
件要素を異にするものの, わが国の「建造物の一体性」で現住部分への延焼の
可能性が問われていることと共通する。
この建造物内の一体性が問題になった事案として, 連邦通常裁判所2018年４
月５日判決 (NStZ 2019, 27) がある。複合用途建造物のバー店舗が放火され
た事案において, 現住部分への延焼の可能性を否定し, 非現住部分に対する単
純放火罪にとどまるとした。これまでの判例は, 現住部分への延焼を排除でき
ない程度で足りると解し, 同様の事案で重放火罪の既遂を認めてきた。そうす
ると, これまでよりも延焼の高度な可能性を要求したことになるので, どのよ
うな理由から限定解釈を展開できるのかが問題となる。
この問題は, わが国の物理的一体性の論点と対応関係にある。仙台地判昭和
58年３月28日 (刑月15巻３号279頁) は, １階の外科医院が放火客体となった
事案について, 現住部分まで延焼する高度な可能性・蓋然性を要求することで,
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一体性を否定して非現住建造物等放火罪 (刑法第109条第１項) にとどめたか
らである。
それに対して, 東京高判昭和58年６月20日 (東高刑時報34巻４＝６号30頁)
は, マンションの空室が放火客体となった事案について, 現住部分への延焼が
絶対にないとはいえない程度で足りると解し, 一体性を肯定して現住建造物等
放火罪 (刑法第108条) の成立を認めた。ドイツの判例が2018年判決と先例で,
延焼の可能性の程度を巡って判断が分かれたことに対応している。
そこで, 本稿では, 現住部分への延焼の可能性が否定されたドイツの事案に
焦点を当てて, 建造物内の一体性を検討したい。この問題の着眼点は, 難燃性
建造物の耐火構造にある。わが国でも近代的な建築技術の進歩により, 耐火性・
難燃性を義務付けられたコンクリート造りの大規模建造物が並存するようになっ
た。そうすると, 建築基準法の耐火構造と消防実務の火災現象を踏まえて, 放
火客体の一室内から燃え広がらないといえるのかどうかが着眼点になる。
１．事実の概要
被告人は, 保険金を請求するため, 賃借で経営する１階のバー店舗に放火す
ることを決心した。本件建造物には, その他に４居室があり, １階に１居室,
上階に２居室と屋階に１居室があった。住居部分は, バー店舗と独立した玄関
口から出入りする構造であった。この住居区画に地下室が備わっており, 店舗
区画の地下室と連絡ドアによって通じていた。地下室に住居用のガス管, 水道
管と電気配線が設置されていた。店舗区画の地下室は, １階のバーから木製ド
アと木造階段を通じて出入りする構造であった。
被告人は, 不詳の武装者によって金銭を要求され, 拘束されてバー店舗の地
下室に閉じ込められ, バーに放火された被害者を装うつもりであった。深夜に
の軽油を火災促進剤として木製カウンターにまいて, ライターで放火した。
その際に, 火災がバーの設備だけでなく, 天井・床とドアを含めた内装にも拡
大することや, 少なくとも重大な損害が発生することを認識・認容していた。
それに対して, バー店舗を超えた各居室や建造物の正面玄関への火の拡大を予
見しておらず, 住居者の被害も予見していなかった。
放火によって軽油から炎が吹き出したところ, 被告人はすぐに後悔した。天
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井の火を消火しようと試みたものの, 失敗に終わった。火が急速に木製の家具
類に燃え広がったので, バー店舗から地下室に逃げ出し, 連絡ドアを通じて住
居区画の地下室まで向かった。鍵のかかった屋外の庭に通じる金属製ドアの前
で, 計画通りに自身の足をビニールテープで拘束し, 大声で助けを求めた。
被告人の予期に反して, バー店舗内に軽油から混合ガスが発生し, 爆発によ
る爆風が突発して, 火も勢いを増した。バーの設備は, わずかな残骸を残して
全焼した。また, 地下室に通じる木製ドア, ドア枠と木造階段に延焼し, 一部
が焼失した。その他の建造物の構成部分は燃焼しなかった。火災は少なくとも
30分後に消防隊によって消火されたものの, 火元のバー店舗内に十分な可燃物
が存在しなかったので, 各居室や建造物の正面玄関への延焼の危険を生じなかっ
た。
火災時の高温化により, バー店舗の床のタイル, 壁の化粧塗りと石膏素材の
天井の化粧張りが完全に破壊された。その他に, 地下室のガス管, 水道管と電
気配線が損傷したので, ４居室では約２か月半にわたって電気等が供給されず,
修理期間に最低でも２週間を要すると見積もられた。また, 住居部分にほんの
わずかな煤の付着汚れを生じたものの, 簡単な掃除で除去することができた。
建造物の損害額は130,000(約1,600万円) であった。被告人は, 数分後に地
下室から救助されたが, 重度の煙中毒を被り, 生命の危険に瀕した。
２．判 旨
(１) 燃焼要件
本判決は, 単純放火罪 (306条２項)
(１)
の既遂にとどめた地裁の判断を維持し,
量刑のみを減軽したうえで, 重放火罪 (306条ａ1 項１号)
(２)
を追及した検察官
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(１) ドイツ刑法典 第306条〔放火〕
第１項 他人の
第１号 建造物若しくは小屋
を燃焼させ, 又は, 点火によって全部若しくは一部を破壊した者は, １年以上10
年以下の自由刑に処する。
第２項 比較的重くない事案では, 刑は６月以上５年以下の自由刑とする。
本条は, 法務省大臣官房司法法制部編『ドイツ刑法典』(法曹会, 2007年) 181頁参照。
(２) ドイツ刑法典 第306条ａ〔重放火〕
の上告を棄却した。
(３)
その際に, 重放火罪の燃焼要件に該当しないことを重視し
た。すなわち,「一部が営業用に, 一部が住居目的に利用されている一体的な
建造物」において, ただ営業用途にとって重要な建造物部分だけが燃焼し,
「その火が住居にとって重要な建造物部分にも拡大することを排除できていた
場合｣, すでに満たされない。
(４)
本事案で住居部分への延焼の危険を生じておらず, 被告人も火災の拡大を予
見していなかったとの地裁の認定は, 法的誤りのない証拠の判断に基づく。こ
の証拠の評価は, 事実審の責務である (刑訴法261条)。上告審は, 事実審に法
的誤りがあるのかどうかを審査することに限られる。例えば, 証拠の判断に矛
盾, 不明確や不備があること, 論理的な法的思考に反することや確立された経
験則に矛盾する場合だけである。
(５)
住居部分への延焼の危険を生じていなかったとの地裁の証拠判断には, その
ような欠如が認められない。地裁は, 建造物の正面玄関や住居部分に火災が拡
大するうえで, 十分な可燃物がバー店舗内に存在しなかったという専門家の鑑
定に従っている。たしかに, 火がバー店舗内で急速に拡大し, バーの設備がほ
とんど焼失するまでに至った。しかしながら, 消防隊が火災を30分もかかって
消火できたにもかかわらず, 他の建造物の構成部分に延焼していなかった。こ
の火災の経緯は, 延焼の危険を否定した鑑定結果の裏付けになるとした。
(２) 破壊要件
本判決は, 重放火罪の燃焼要件だけでなく, 一部の破壊要件も否定した。す
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第１項 以下の
第１号 人の住居に用いられる建造物, 船舶, 小屋若しくはその他の空間
を燃焼させ, 又は, 点火によって全部若しくは一部を破壊した者は, １年以上の
自由刑に処する。
本条は, 法務省・前掲181頁参照。
(３) 単純放火罪と併せて, 過失の火薬等による爆発惹起罪 (308条１項５号) と保険の濫
用罪 (265条１項) の観念的競合 (Tateinheit) も認められている。本判決は, 別件の犯罪
行為の虚偽告発罪 (145条ｄ) と合一刑を科すうえで, 個々の刑の総和に達してはならな
いことから, ２件の総和とした地裁の量刑を減軽した (54条２項)。
(４) 連邦通常裁判所2010年１月26日決定 (NStZ 2010, 452) を引用している。
(５) 連邦通常裁判所2016年５月31日決定 (StV 2018, 95) を参照している。
なわち, 本件のような複合的, つまりは一部が営業用に, 一部が住居目的に利
用されている建造物において, 独立して使用される住居部分が「点火によって
住居として一般的に要求される程度に使用できなくなる」ことである。
(６)
火災の
影響により, 多数の住居用途の中から「個々の目的用途」がもはや使用できな
くなった場合も, 一部の破壊要件に達したと評価すべきである。この目的用途
には,「とくに滞在, 食事と寝起き」が挙げられる。
その際の判断基準としては「理性的な住居者」の視点が決定的であり, 数時
間や１日にとどまらず,「ごくわずかばかりでない期間にわたって住居目的に
もはや利用できなくなった」場合, 一部の破壊要件が初めて認められる。
(７)
これ
までの判例によると, 点火に還元される間接的な被害として, 例えば,「著し
い煤汚れや消火手段の使用」でも十分と認められている。
もっとも, 重放火罪の一部の破壊要件は, 複合用途建造物において,「独立
した住居区画の物質的・物体的な (Sachsubstanz) 影響」を前提としなければ
ならない。この解釈は, 破壊の文言から導かれる。日常用語によると, 非常に
激しい損傷によって使用不能をもたらすことと理解されているからである。ま
た, 法律用語にも合致する。例えば, 電力供給の中断のように, 一般的に物理
的作用のない目的物の機能不全は, 器物損壊罪 (303条) や建築物破壊罪 (305
条) の破壊要件に該当しないことである。
(８)
重放火罪の一部の破壊要件でも,「独立した住居区画に住めなくなることが,
火災による住居の物質的な影響結果であった場合」だけに認められると解すべ
きである。物理的な影響のないたんなる機能喪失では, 立法者の想定した住居
者の生命・健康に対する危険を通常伴わないからである。激しい煤・ガスと煙
の拡大及び激しい高温化による重大な財産損害の危険も同様である。立法者の
意図も, たんなる機能不全ではなく, 物理的・物質的な損傷に関連付けている
といえる。
(９)
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(６) 連邦通常裁判所2013年３月６日決定 (NStZ 2014, 647), 同2014年１月14日決定 (NJW
2014, 1123), 同2017年９月５日判決 (NStZ-RR 2017, 373) を引用している。
(７) 連邦通常裁判所2002年９月12日判決 (BGHSt 48, 14), 同2007年１月10日決定 (NStZ
2007, 270) を引用している。
(８) 連邦通常裁判所1979年11月13日決定 (BGHSt 29, 129) を参照している。
(９) BT-Drucks. 13 /8587, S. 26.
本件の地裁は, 点火に還元される間接的な住居部分の煤汚れを, 重放火罪の
一部の破壊要件として不十分と評価している。本事案の煤汚れでは, 住居部分
がごくわずかばかりでない期間にわたってもはや使用できなくなったといえな
い。ほんのわずかな煤の付着汚れは, 簡単な掃除で除去することができたから
である。
また, 地下室のガス管, 水道管と電気配線が火災によって損傷したことでも
十分ではない。たしかに, インフラ設備の損傷は, 住居部分がごくわずかばか
りではない期間にわたって使用できなくなったといえる。しかしながら, 一部
の破壊要件に必要な住居部分の物理的な火災の影響を欠いている。したがって,
被告人が住居建造物を燃焼しておらず, 点火による一部の破壊もしていないと
の地裁の認定は, 法的根拠から異論を生じないとした。
３．評 釈
(１) 燃焼要件
本判決は, 一体的な建造物を前提としつつも, 客観的・主観的に住居部分へ
の延焼を排除できていたことから, 重放火罪の成立を否定したものである。本
事案では, 深夜の営業時間外が行為時であったので, １階の非現住・非現在部
分の店舗が放火客体になった。それに対して, 同階と上階に現住部分の各居室
も備わっていた。そうすると, 非現住部分の放火客体と現住部分の各居室の関
係について, どのように重放火罪の構成要件要素で考慮するのかが問題となる。
これまでの判例は, 一棟の大規模な難燃性建造物の事案について, 一体性の
問題とするのではなく, 重放火罪の「燃焼要件」に制限的解釈を反映させてき
た。
(10)
その際に, 事案の類型化によって判断基準を区別していた。共同住宅の地
下室が放火客体になった場合, 地下室の重要な構成部分が継続燃焼したうえで,
実際に現住部分 (住居部分) への延焼の可能性も生じなければならない。
(11)
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(10) ドイツ放火罪の一体性について, 秋元洋祐「放火罪における建造物の一体性」関学62
巻２号 (2011年) 103頁以下。
(11) 連邦通常裁判所1963年５月22日判決 (BGHSt 18, 363), 同1989年11月29日決定 (2 StR
571 /89), 同1998年８月11日判決 (BGHSt 44, 175), 同2002年９月12日判決, 同2002年12
月10日決定 (NStZ 2003, 266), 同2014年１月14日決定。
延焼の可能性は, 接続部分の耐火構造を踏まえて積極的に認定しなければなら
ない。例えば, 地下室の床, 壁や天井が燃え続けるだけでなく, １階に通じる
階段室や大規模火災を引き起こすガス管にも燃え広がることである。
(12)
それに対して, 複合用途建造物の店舗部分が放火客体になった場合, 店舗の
重要な構成部分が独立燃焼したうえで, 現住部分への延焼を排除できない程度
で足りる。
(13)
とくに連邦通常裁判所2009年10月20日決定 (NStZ-RR 2010, 279) は,
地下階の営業用サウナ室が放火客体になった事案で, ２階の居室との接続部分
の耐火構造を認定する必要はないとした。そうすると, 現住部分への延焼を排
除できていたのか否かを積極的に認定しなくてもよいので, 結論的に店舗部分
の独立燃焼で足りることとかわらない。
(14)
現に判例は, 共同住宅の地下室の事案
で重放火罪の未遂, 複合用途建造物の事案で同罪の既遂を認めている。
本判決は, 先例の判断基準を踏まえつつも, 現住部分への延焼の危険を鑑定
結果に依拠して積極的に認定している。2009年決定と異なり, 延焼の危険を裏
付ける事実が要求されている。そのため, 共同住宅と複合用途建造物の事案に
ついて, 判断基準の統一化傾向を示したと評価できる。すなわち, 非現住部分
の地下室や店舗が放火客体になった場合, 第一段階目に同部分の重要な構成部
分が継続燃焼しなければならない。第二段階目に現住部分への延焼の可能性を
生じることである。
このように, 重放火罪の燃焼要件を二段階構成にすることで, 放火客体が非
現住部分となる大規模建造物の特殊事情を制限的解釈に取り込む。そうすると,
客観的に現住部分への延焼の可能性を生じなければ, 重放火罪の未遂が問題に
なる。構成要件要素の燃焼要件に制限的解釈を取り込むので, 主観面の故意と
して延焼の可能性の認識・認容も必要になる。この故意があれば重放火罪の未
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(12) この評価について, 連邦通常裁判所2007年１月10日決定参照。Vgl. U. 	
,
Anmerkung, StV 1990, S. 163 ; H. Radtke, Die Dogmatik der Brandstiftungsdelikte, 1998, S.
194f.
(13) 連邦通常裁判所1986年６月18日判決 (NStZ 1986, 506), 同2010年１月26日決定, 同
2011年10月26日決定 (NStZ-RR 2012, 309)。また, 連邦通常裁判所1999年９月29日決定
(NStZ 2000, 197), 同2013年３月６日決定参照。
(14) 連邦通常裁判所1985年６月18日判決 (NStZ 1985, 455), 同1986年６月20日判決
(BGHSt 34, 115)。
遂となり, 故意がなければ非現住部分に対する単純放火罪の既遂となる。
(15)
この判断基準の統一化は, 難燃性建造物の耐火構造の観点から支持できる。
例えば, 複合用途建造物の駅ビルの方が, 共同住宅のマンションよりも耐火構
造が劣るとは考えられないからである。
(16)
現住部分への延焼の可能性の程度につ
いて, 店舗部分からはわずかな程度で足り, 地下室からは高度な可能性を必要
とするような差異はないといえる。そもそも2009年決定の事案では, 地下階の
営業用サウナ室が放火客体になったものであり, 共同住宅の地下室の事案と重
なり合っている。また, 共同住宅の地下室を店舗や倉庫の業務用途に利用し始
めた場合, 複合用途建造物の事案と区別する意味を見出せない。
本判決は, 一体的な住居建造物を前提としつつも, 一体性の判断要素に何ら
かの制限的解釈を反映させていない。そこで, 共同住宅と複合用途建造物の事
案で判断基準を区別するのではなく, 重放火罪の「燃焼要件」を統一的に解し,
現住部分への延焼の可能性を要求しなければならない。
(17)
この延焼の可能性は,
接続部分の耐火構造を踏まえて詳細に認定する必要がある。
(２) 具体的な事案への影響
本判決は, 重放火罪の構成要件要素の燃焼要件に制限的解釈を取り込み, 個
別具体的な事案ごとに現住部分への延焼の可能性を要求した。重放火罪の既遂
が認められるためには, すべての事案で店舗部分の継続燃焼 (独立燃焼) から
さらに火災が進展し, 現住部分への延焼の可能性が生じるまでに至らなければ
ならない。そうすると, どのような事実に基づいて延焼の可能性を判断するの
かが問題となる。
本判決は, 放火客体の店舗から現住部分までの延焼の可能性について, 事実
認定を行う事実審 (地裁) の職責になると言及しただけである。１階や上階の
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(15) なお, 正確には単純放火罪が他人所有のみを構成要件要素としているので, 他人所有
の非現住も現住建造物も含まれることになる。例えば, 行為者 (賃借人) が家族と暮らす
賃貸物件に放火した場合, 単純放火罪も重放火罪も成立することである。そのため, 放火
客体の所有関係から単純放火罪が成立するのか否かを判断したうえで, 次に住居性の有無
から重放火罪の成否を判断する順番となる。
(16) 秋元洋祐「ドイツ放火罪における燃焼要件の意義」関学65巻２号 (2014年) 243頁。
(17) 秋元・前掲注(10)133, 136頁, 秋元・前掲240, 252頁以下。
各居室までの延焼経路となる店舗の内壁や天井の耐火構造を認定していない。
店舗部分がコンクリートで囲われていたのか, 一部に木材が使用されていたの
かが明示されていない。肝心の耐火構造ではなく, 放火客体の店舗内に十分な
可燃物がなかったことに着目している。
しかしながら, この店舗内に収納された可燃物 (収納可燃物) の量に着目す
るとなると, 同一の建造物内でも結論が左右されることになる。例えば, マン
ションの空室が放火客体になった場合, 新たな入居予定がなく, 住居者の生活
に必要な日用品や家具類が全くなければ, 単純放火罪にとどまることである。
火種となる衣服, 書籍, 机, 椅子やベッドが存在しないからである。それに対
して, 同一のマンションの倉庫室が放火客体になった場合, 掃除用具, 改装用
の壁紙や災害時の備蓄品が多量に保管されていれば, 重放火罪が成立すること
となる。放火客体の収納可燃物の量に着目すると, 実際の火災の規模に応じて
罪名を振り分けられる反面, 103号室の空室と104号室の倉庫室で結論が異なっ
てしまう。
また, 実際に現住部分への延焼の可能性を生じた場合, 住居者の生命・健康
に対する具体的危険も伴うことがある。例えば, 本件の行為時の深夜帯のよう
に, 上階に住居者が滞在していた場合である。この場合, 居室の床, 壁や天井
が燃えうるのであれば, 必然的に滞在や就寝中の住居者に対する具体的危険も
生じる。人体の高湿度下での熱傷危険が60℃以上で水分の沸点が100℃となる
のに対して, 可燃性建材の木材の発火温度が260℃以上になるからである。
(18)
そうすると, 燃焼要件に現住部分への延焼の可能性を要求した場合, 重放火
罪の抽象的危険犯を具体的危険犯に格上げしてしまう。階下の放火客体から火
が立ち昇ってくるのに対して, 住居者らが避難の際に, 上階から階段を駆け下
りなければならない大規模建造物の特殊事情を考慮すると, 実際の延焼の可能
性は過度な要求となりかねない。放火客体の非現住部分が継続燃焼したうえで,
さらに火災が進展し, 現住部分への延焼の可能性を生じたのか否かにより, 初
めて重放火罪か単純放火罪にとどまるのかを判断すべきではない。そこで, 燃
焼要件に先行した客体性の問題として, 建造物の一体性が問題になると解すべ
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(18) 染谷茂美ほか「高温・高湿度環境下における身体暴露に関する研究」消防科学研究所
報31号 (1994年) 136頁, 日本火災学会編『火災と建築』(共立出版, 2002年) 265頁参照。
きである。
(19)
(３) 建造物の一体性
() 接続部分の耐火構造
重放火罪の燃焼要件に現住部分への延焼の可能性を要求した場合, すべての
事案で非現住部分の継続燃焼を超えて火災の拡大可能性が生じるまで進展しな
ければならない。これでは, 重放火罪の性質を抽象的危険犯から具体的危険犯
に格上げすることとなる。そこで, 構成要件要素の燃焼要件ではなく,「建造
物の一体性」を問題領域としなければならない。そうすると, どのように現住
部分への延焼の可能性を一体性の判断基準に反映させるのかが問題となる。
これまでの判例は, 別棟の建造物間の事案で一体性を問題としてきた。例え
ば, 放火客体の非現住建造物と住居部分を含む現住建造物が, 廊下や通路で接
続していた場合である。
(20)
この場合, 接続部分が「共用の階段室, 共用の廊下や
相互に行き来できる空間」として使用されていれば, 一体性の肯定的要素にな
る (機能的要素)。それに対して,「防火壁や防火扉等の耐火構造」が備わって
いれば否定的要素になる (物理的要素)。
(21)
すなわち, 接続部分の耐火構造を認
定する際に, 現住建造物への延焼を排除できていたのかどうかを加味するので
ある。
(22)
いわば, 建築段階に使用する設計図から延焼経路の有無を読み取ること
である。
この評価は, 一棟の建造物内の事案にも応用することができる。
(23)
本判決でも,
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(19) H. Radtke, (Anm. 12), S. 190. また, 秋元・前掲注(10)136頁, 秋元・前掲注(16)237,
252頁以下も同旨。
(20) 連邦通常裁判所1965年７月27日判決 (1 StR 156 /65), 同1967年12月12日判決 (GA
1969, 118)。
(21) 連邦通常裁判所1991年４月17日判決 (NStZ 1991, 433), 同2001年５月22日決定 (StV
2001, 576), 同2001年12月５日決定 (StV 2002, 145)。また, 接続部分に空間的な閉鎖性を
要求したものとして, 連邦通常裁判所2010年９月15日決定 (NStZ 2011, 214) がある。
(22) 連邦通常裁判所1988年５月10日判決 (BGHSt 35, 283)。また, 連邦通常裁判所1984年
７月４日判決 (NStZ 1984, 455), 同1984年７月30日決定 (3 StR 242 /84) 参照。
(23) 連邦通常裁判所1985年６月26日判決 (3 StR 132 /85) 参照。Vgl. K. Geppert, Die
Brandstiftungsdelikte (306 bis 306f StGB) nach dem Sechsten Strafrechtsreformgesetz,
Jura 1998, S. 602 ; W. Pfister, 	

NJ 2001, S. 126 ; J. Kretschmer,
	

, HRRS 2014, S. 233f.; K.. Heger, Lackner /, StGB, 29.
「一体的な建造物」との前置きを挙げているからである。この一体性の前提に
防火壁や防火扉等の耐火構造の認定を反映させる。そうすると, 本判決が着目
した放火客体内の収納可燃物の量ではなく, 店舗から住居区画への延焼を阻止
する耐火構造の有無が重視されなければならない。
この耐火構造の着眼点は, 本件店舗がコンクリートの密閉構造になっていた
のかどうかである。本判決が引用する連邦通常裁判所2010年１月26日決定
(NStZ 2010, 452) では, １階のスナックが放火客体になった事案で, コンロの
排気口を通じて建造物全体と３階の現住部分にも延焼しうることが認められて
いるからである。また, 上階の現住部分への延焼経路には, 割れた窓ガラスや
通気ダクトの開口部が挙げられる
(24)
。そうすると, 本件のバー店舗に調理用コン
ロの排気口や窓ガラスの開口部が備わっていなかったと考え難い。
とくに本事案では, 別階の地下室に通じる木製ドアが「防火扉」になってお
らず, コンクリート造りではない木造階段まで実際に延焼している。本件建造
物を外部から眺めた場合, １階の片側にバーの店舗区画があり, 同階の反対側
と上階に住居区画があった。この両区画が「地下室の連絡通路」によって接続
していた。被告人が連絡ドアを通じて住居区画の地下室まで行き着いたように,
火の燃え広がりも背後から迫って来ていたのである。
また, 大規模火災を引き起こしかねない住居用のガス管が実際に損傷してい
る。この危険性からすると, 現実的な現住部分への延焼の可能性も否定し難い。
店舗区画の地下室に通じるドアと階段が木製で実際に延焼結果を生じており,
大規模火災を引き起こすガス管にも損傷を生じたことからすると, 住居区画の
地下室を一種の迂回ルートとして, １階以上の現住部分への延焼の可能性を肯
定できる。すなわち, 接続部分の耐火構造を踏まえた事実認定によると, 現住
部分への延焼を排除できておらず, 重放火罪の既遂が認められるのである。
より正確にいうと, 各居室までの延焼経路となる本件店舗の開口部や耐火構
造が不明確なことの他に, 地下室の連絡ドアが防火扉になっていたのかと, 住
居者の共用部分として地下室の連絡通路に行き来の使用事実が認められるのか
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Aufl., 2018, 306a Rn. 2 ; J. Wessels /M. Hettinger /A.	
, Strafrecht BT I, 42. Aufl.,
2018, 21 Rn. 1056 ; T. Fischer, StGB, 66. Aufl., 2019, 306a Rn. 5a.
(24) ジーゲン地方裁判所2015年９月３日判決 (21 KLs 15 /15)。
が事実認定から判断できない。この不明確な耐火構造からすると, 現住部分へ
の延焼を排除できていたと言い切れず, 重放火罪の燃焼要件が認定不足になる
ので, 破棄差し戻しとすべき事案であったように思われる。
なお, 本件の被告人は, 保険金目的で放火行為に及んだ。その後に, 保険会
社から火災保険金を詐取することが可能になる (特別に重い詐欺罪・263条３
項２文５号)。重放火罪の行為者が, 他の犯罪行為を可能とする意図で放火行
為を行った場合, 加重類型の特別重放火罪 (306条ｂ2 項２号)
(25)
に該当するこ
ととなる。
(26)(27)
() わが国への示唆
わが国の裁判例では, 一棟の建造物内の一体性について, 現住部分への延焼
の可能性の程度で争いがある。仙台地判昭和58年３月28日 (刑月15巻３号279
頁) は, 現住部分まで延焼する高度な可能性・蓋然性を要求することで, 一体
性を否定した。
(28)
それに対して, 東京高判昭和58年６月20日 (東高刑時報34巻４
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(25) ドイツ刑法典 第306条ｂ〔特別重放火〕
第２項 306条ａの場合に, 行為者が
第２号 他の犯罪行為を可能にし若しくは隠蔽する意図で行為を行ったとき
は, ５年以上の自由刑を言い渡すものとする。
本条は, 法務省・前掲注(１)182頁参照。
(26) 連邦通常裁判所1999年９月23日判決 (BGHSt 45, 211), 同1999年９月29日決定, 同
2000年３月15日決定 (NStZ-RR 2000, 209), 同2000年８月９日判決 (NJW 2000, 3581), 同
2001年12月５日決定, 同2004年10月29日決定 (NStZ-RR 2005, 76), アルンスベルグ地方
裁判所2007年３月７日判決 (2 KLs 242 Js 557 /06), 連邦通常裁判所2007年３月15日決定
(BGHSt 51, 236), 同2008年４月22日決定 (3 StR 74 /08), 同2008年６月18日判決 (NStZ
2008, 571), 同2011年５月10日決定 (NStZ 2012, 214), 同2013年11月14日判決 (NStZ 2014,
404), 同2016年３月15日決定 (NStZ-RR 2016, 140)。
(27) なお, キール地方裁判所2003年４月４日判決 (StV 2003, 675) は, 火事場泥棒のよう
に, 火災の公共危険状況を利用する意図まで要求した。それに対して, 連邦通常裁判所
2004年８月19日判決 (NStZ-RR 2004, 366) は, 同一事案の共犯者 (教唆犯) に対して, 明
確に利用意図を不要とし, 保険金詐欺の意図で足りるとしている。また, 連邦憲法裁判所
2010年11月16日決定 (BVerfGK 18, 222) による合憲判断後の連邦通常裁判所2013年５月15
日判決 (5 StR 646 /12) は, 被告人らの保険金目的の意図を否定した。しかしながら, 養
護施設の経営難による経済的困窮が動機の一端であり, 放火の翌日に保険会社に報告して
いたことから, 保険金目的の意図を否定できるものではない。
(28) また, 非現住建造物等放火罪で起訴されたものとして, 福岡高判平成10年１月20日
＝６号30頁) は, 現住部分への延焼が絶対にないとはいえない程度で足りると
解して, 一体性を肯定した。
(29)
構成要件要素の問題領域を異にするものの, ドイ
ツの判例が共同住宅の地下室と複合用途建造物の事案で, 判断基準を区別して
いたことに対応している。そうすると, ドイツと同様に, わが国でも接続部分
の耐火構造が問題となる。
この耐火構造で着眼点となるのが, 建築基準法27条１項である。同法の主眼
は, 滞在者の避難時間の確保, 建造物自体の倒壊及び周囲の建造物への延焼を
防止することにあり, 放火客体の一室内で火災を食い止めるものではないから
である。マンションの各階の階段室だけに防火扉が設置されているように, ワ
ンフロアで火災を停滞させて, 上階の現住者が階段を駆け下りられる時間稼ぎ
にある。
この観点は, 業務用建造物でより顕著になる。例えば, 小学校の教室と廊下
の間に内壁を設けないオープン型が許容されていることである。病院でも病室
の室内ドアが, 木製の引き戸で構成されている。これらの場合, 教育上や入院
患者の利点にはなるが, 火災の観点からすると延焼の危険を生じる内部構造に
なる。また, フロア全体を売り場とするデパートや, 各客室に通じる中廊下で
構成されたホテルでも, 延焼を防止する遮蔽物がないので, 業務用建造物では
一体性が肯定されやすくなる。
この評価は, 共同住宅のマンションや複合用途建造物の雑居ビルでも同様で
ある。共用部分の廊下に隣室への延焼を防止する防火扉は, 現住者の避難の妨
げとなるので, 居室ごとに設けられないからである (消防法５条の３参照)。
例えば, 201号室と202号室の間の廊下に防火扉を設置できないことである。防
火扉の設置は各階の階段室まで後退している。
また, 現住部分への延焼経路で重要となるのが開口部の存在である。ドイツ
の判例も, 空調用の通気口や台所の排気口に着目している。階下が放火客体と
なり, 上階に各居室がある大規模建造物の特殊事情を考慮すると, ベランダに
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(判時1637号135頁), 広島地判平成15年１月７日 (LEX/DB 28085603), 大阪地判平成18
年12月13日 (LEX/DB 28135101) がある。
(29) また, 東京地判昭和59年６月22日 (刑月16巻５・６号467頁), 東京地判平成16年４月
20日 (判時1877号154頁) も同旨。
面した窓や内部に張り巡らされた通気口等が, 共用部分や現住部分への延焼経
路に挙げられる。
この着眼点は, 身近なことで例えると, やかんでお湯を沸かす際にガスコン
ロの「上」に乗せたり, 一昔前の湯船で「上部」が熱く下部がぬるかったりす
るように, 火災に伴う高温・高熱が室内の天井部分に滞留することである。
(30)
火
災時の上昇気流により, 非現住部分から上部に伸びた通気口等を通じて, 共用
部分や現住部分に自然発火をもたらす高温が及ぶ。すなわち, 火の性質からし
て火災は床伝いではなく, 天井伝いに燃え広がるのである。
(31)
また, 高温化を伴って立ち昇る火の性質からすると, これまでのホテルやデ
パート火災で経験してきたように, 吹き抜けの階段室や竪穴構造のエレベーター
シャフトも延焼経路になりうる。一般的に火災時の避難の際に, エレベーター
の使用が禁止されている通り, あたかも先端から煙が排出される煙突のような
内部構造となるので, 現住部分への延焼の可能性を認めることができる。
そうすると, 昭和58年仙台地判の１階の外科医院が放火客体になった事案で
も, 現住部分への延焼の可能性を否定し難かったと思われる。この裁判例は,
高度な可能性・蓋然性を要求することで, 放火客体の非現住部分がフローリン
グの床, 共用部分の廊下や階段が木造で構成されているように, 現住部分まで
可燃性建材が連続しているのかどうかに着目したといえる。一見すると合理的
な判断基準ではあるが, 実際の火災が天井の空間伝いに燃え広がることと合致
しない。
(32)
階段がコンクリートで構成されていても, 自然発火をもたらす高温・
高熱は上階へと吹き上がるからである。
仮に放火客体の非現住部分に全く開口部がなかったとしても, 高圧力を伴う
火災の拡大可能性を否定できない。本事案でも, バー店舗内に軽油から混合ガ
スが発生し, 爆風を伴う爆発が突発している。放火客体がコンクリートで密閉
されていた場合でも, 非現住部分に燃焼作用を生じた後で室内の酸素不足によ
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(30) 日本火災学会編・前掲注(18)181, 185頁参照。
(31) 本事案は, 地下室に通じる木造階段へと燃え下がったものである。通常の火災と異な
り, 科学的・客観的な観点からしても異常な事態を生じたことになる。
(32) 日本火災学会編・前掲注(18)4, 181, 185頁参照。So auch E. Bender, Normzweck und
Deliktstypus der einfachen und schweren Brandstiftung gem.306, 306a StGB n. F., 2014, S.
322.
り, 炎が収束するかのように不完全燃焼を生じることがある。この場合, 室内
の高温化で可燃性ガスの一酸化炭素等が充満し, 消防士が消火のために玄関ド
アを開けると, 新鮮な酸素が供給されて室内から炎が吹き出す, いわゆる「バッ
クドラフト」を生じる。
(33)
したがって, 天井の空間伝いに燃え広がる火災の性質と, 完璧な耐火構造ま
で要求されていない法的義務からすると, 客観的に昭和58年東京高判の「現住
部分への延焼が絶対にないとはいえない程度」や, ドイツの判例が複合用途建
造物の事案で示した「延焼を排除できない程度」で足りると解すべきである。
(34)
主観面の故意としては, 現住部分を含んだ一体的な建造物を焼損する認識・認
容で足りる。
(35)
すなわち, 上階へと燃え上がる火の性質からして, 原則的に一棟
は一個的, 別棟は別個的である。
ただし, この評価は法的義務に基づくので,「個別具体的な事案の耐火構造」
まで判断を不要とするものではない。例えば, ボイラー室や焼却施設のように,
火器を取り扱ううえで, より強固な耐火構造や初期消火を担うスプリンクラー
を備えている場合が考えられるからである。この場合,「防火壁や防火扉等の
耐火構造」の詳細な認定を踏まえることで, 例外的に建造物内の一体性を否定
できるといえるであろう。
(36)
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(33) E. Bender, a. a. O., S. 182.
(34) 中森喜彦「不燃構造建物に対する放火罪の成立」判タ789号 (1992年) 30頁, 前田雅
英「放火罪の諸問題」『Lesson 刑法37』(立花書房, 1997年) 344頁 (初出：警論48巻２号
(1995年) 135頁), 金光旭「判批」別冊ジュリ221号・刑法百選Ⅱ各論〔第７版〕(2014年)
165頁参照。また, 秋元・前掲注(10)147頁。私は, 以前に耐火構造の認定を介した延焼の
適切性と表現していた。
(35) 本判決は, 現住部分への延焼の可能性に対応する被告人の故意を否定している。それ
に対して, バー店舗の天井や床を燃焼する故意は認めている。１階の天井自体が燃えつつ
も, ２階の床が燃えうることはないとの認識内容である。しかしながら, 被告人が飲食店
の経営者であることから疑問を生じる。例えば, 台所のガスコンロで調理をする際に, 金
属製のフライパンが燃えなくても, 高温の熱伝導で食材が焦げたり, フランベのように炎
を上げたりするからである。
(36) 只木誠「放火罪についての再論」新報121巻11・12号 (2015年) 460頁。
(４) 破壊要件
() 立法者意思
本判決は, 重放火罪の一部の破壊要件について, 非現住部分の店舗にとどま
らず, 現住部分の各居室に物理的な破壊結果を生じることまで要求した。
(37)
これ
までの判例は, 共同住宅と複合用途建造物の事案で, 統一的に住居部分の相当
な期間の使用不可能性を要求してきた。
(38)
例えば, 住居部分の居間や寝室が著し
い煤汚れなどの影響により, 機能的に食事や寝起きに使用できず住めなくなる
ことである。本判決は, 住居部分の汚染等を超えて, 床, 壁や天井に物理的な
損傷を必要とするに至った。そうすると, どのような根拠から先例よりも限定
解釈が可能になるのかが問題となる。
本判決は, 煤, 煙や有毒ガスによる汚染で住めなくなっても, 立法者の想定
した住居者の生命・健康に対する抽象的危険を伴わないと解している。重放火
罪の一部の破壊要件は, 大規模建造物の事案において, 住居用途の機能的な使
用不可能性では不十分となる。例えば, 住居部分の鉄骨・鉄筋の支柱が高温で
歪曲したり, コンクリート壁や天井が崩落したりするように, 物理的な損傷を
立法者も想定していたことが根拠に列挙されている。
しかしながら, 立法者意思は, 建造物自体が燃えるかわりに, 激しい煤・煙
や有毒ガスの拡大及び室内の高温化を広く取り込むことにある。難燃性建造物
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(37) M. , Anmerkung, NStZ 2019, S. 30. また, 単純放火罪の未遂 (中止犯) にとど
めたものとして, 連邦通常裁判所2018年４月26日決定 (4 StR 624 /17) がある。しかしな
がら, この事案は, 共同住宅の地下室の洗濯室が放火客体になったものである。わが国で
いうと, 洗面所とベランダの使用事実が認められるので, 機能的一体性の観点から現住部
分に対する重放火罪を問うことができたと思われる。この評価について, 秋元・前掲注
(16)242頁。
(38) 連邦通常裁判所2002年９月12日判決, 同2006年10月24日決定 (NStZ-RR 2007, 78),
同2007年１月10日決定, 同2008年５月６日決定 (NStZ 2008, 519), 同2010年１月26日決定,
同2010年11月17日判決 (BGHSt 56, 94), 同2011年５月10日決定, 同2011年10月26日決定,
同2013年３月６日決定, 同2014年１月14日決定, 同2017年９月５日判決。それに対して,
非現住部分の店舗の使用不可能性で足りるとしたものとして, 連邦通常裁判所2007年７月
19日決定 (2 StR 266 /07) がある。この第２刑事部の見解は, 連邦通常裁判所2011年２月
15日決定 (NJW-Spezial 2011, 280) の第４刑事部の照会を受けて, 同2011年４月６日決定
(2 ARs 97 /11) の第２刑事部によって維持できないとされた (裁判所構成法 (GVG) 132
条３項１文)。
に対処するため, 目的物自体の燃焼作用を前提とする燃焼要件の補充として,
燃えなくてもよい破壊要件が規定された。この媒介物の火力に伴う付随的現象
を広く包含することは, 立法段階の点火概念の変遷から明らかである。
初期の政府草案では,「火」による破壊結果と「大規模な火」による損壊結
果を予定し, 放火行為に火力要素を要求した。
(39)
建造物自体が燃えなかったとし
ても, ガソリンや家具類の媒介物に「火」が生じることを最低限必要とした。
(40)
しかしながら, 媒介物のガソリンが瞬間的に爆発して建造物を破壊した場合,
火を伴わないと放火罪の未遂になりかねない。
(41)
放火行為を火力要素に限定する
と, 炎を上げずに盛んに煙った火災が発生した場合のように, 煤, 煙, 有毒ガ
スや高温による危険も放火罪で十分に網羅できなくなる。
この処罰の隙を埋めるため, 連邦参議院の提言を受けた連邦政府 (法務委員
会) は, 最終的に「点火」による破壊要件を燃焼要件と並列的に追加した。
(42)
こ
の立法過程を踏まえると, 本件の軽油から発生した混合ガスの爆発も, 立法者
の意図した「媒介物の爆発」として点火概念に含まれる。さすがに本件店舗内
の爆発が, 隣室や直上階の住居者に対する抽象的危険を欠くとはいえない。す
なわち, 立法者意思は, 処罰範囲の拡大を目的としたことから, 従来の判例よ
りも限定解釈をもたらす根拠になりえないのである。
() 抽象的危険
重放火罪の一部の破壊要件は, 点火による媒介物の煤, 煙や有毒ガスのあら
ゆる破壊作用を取り込むものとなる。建造物自体の燃焼作用を不要とした結果,
すべての火災惹起を目指す行為が包含される。
(43)
とりわけ, 空気中に拡散する気
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(39) BT-Drucks. 13 /8587, S. 11, 26f. これらの火力要素は, 旧東ドイツの放火罪 (185条)
と1962年の刑法草案を参考にして取り入れられた。
(40) BT-Drucks. 13 /8587, S. 48.
(41) H. Radtke, Das Ende der 	

, 1997, S. 17.
(42) BT-Drucks. 13 /8587, S. 69, 86, 13 /9064, S. 22.
(43) H. Radtke, Das Brandstrafrecht des 6. Strafrechtsreformgesetzes ― eine 	
,
ZStW 110 (1998), S. 871 ; ders., -StGB, Bd. 5, 3. Aufl., 2019, 306 Rn. 54f., 306a Rn.
40. So auch K. Geppert, (Anm. 23), S. 599 ; P. Liesching, Die Brandstiftungsdelikte der306
bis 306c StGB nach dem Sechsten Gesetz zur Reform des Strafrechts, 2002, S. 88 ; P. Knoll,
Die besonders schwere Brandstiftung nach 306b StGB, 2011, S. 111 ; M. Heghmanns,
体状の煤, 煙や有毒ガスを取り込んだ結果, 建造物内の一体性から現住部分へ
の延焼の可能性が不要となる。たとえ耐火構造の優れた一室が放火客体になっ
たとしても, 玄関ドアや窓の隙間と建造物内に張り巡らされた空調用の通気口
や台所の排気口を通じて拡散していくからである。
この拡散作用を排除するものとして, コンクリート造りで完全に密閉された
室内は想定できない。仮に密閉された室内に人が滞在していると, 呼吸による
二酸化炭素の増加で窒息してしまうからである。例えば, 火の点いたろうそく
にビーカーをかぶせて, 完全に密閉すると, ろうそくの火が消えることである。
この煤, 煙や有毒ガスの拡散は, いわゆる「煙突効果」によって放火客体の
開口部から上階へと吹き上がる。
(44)
あたかも銭湯のボイラー室や工場の焼却施設
から発生した煙が煙突を立ち昇るように, 上昇気流の浮力によって上階へと有
毒ガスが拡散する。そうすると, 吹き抜けの階段室や竪穴構造のエレベーター
シャフトが備わっていれば, 上階の各居室との一体性を否定できない。本事案
でも, 住居部分にほんのわずかな煤の付着汚れを生じている。
仮に住居者が居合わせた場合, 呼吸するだけでのど・気管と肺にかけて高温
の煤や煙を吸引することとなる。居室の内壁の煤汚れは簡単な掃除で除去でき
るが, 呼吸器官の気道熱傷や煙中毒を被ると病院での治療が必要になる。この
被害は, 住居者の健康に対する具体的危険や傷害結果を意味する。
(45)
すなわち,
本件の煤汚れの程度でも, 住居者の生命・健康に対する抽象的危険が認められ
るのである。現に別階の住居区画の地下室に行き着いた被告人は, 重度の煙中
毒を被り, 生命の具体的危険にさらされている。
そうすると, 本判決のように, 放火客体の非現住部分を超えて現住部分まで
の物理的な損傷を要求することは, 過度な判断基準となる。鉄骨・鉄筋やコン
クリート部分の強度低下が500℃以上になるからである。
(46)
住居部分の鉄骨・鉄
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Anmerkung, ZJS 2012, S. 554 ; E. Bender, (Anm. 32), S. 257f.; G. Wolters, SK-StGB, Bd. 6, 9.
Aufl., 2016,306 Rn. 16f.; U.	
, LPK-StGB, 7. Aufl., 2017,306 Rn. 11 ; K./M.
Heger, (Anm. 23), 306 Rn. 4 ; J. Wessels /M. Hettinger /A. , (Anm. 23), 21 Rn.
1048.
(44) 日本火災学会編・前掲注(18)181, 185頁。
(45) 連邦通常裁判所2010年11月17日判決, 同2014年１月14日決定。
(46) 齊藤庄二編『コンクリート材料データブック』(丸善, 2000年) 164頁以下, 日本火災
筋の支柱が歪曲したり, コンクリート部分が崩落したりする段階は, 皮膚に大
火傷を負い, 一呼吸でのど・気管と肺にかけて気道熱傷を伴い, 窒息によって
倒れ込む「死の空間」が形成されている。不謹慎な例えになるが, 火葬場でご
遺体を火葬する場合, コンクリート造りの火葬炉に崩落を生じなくても, すで
にご遺体は白骨化していることである。したがって, 本判決の限定解釈は, 重
放火罪の抽象的危険犯を死の具体的危険犯や結果犯に格上げすることとなって
しまう。
() 燃焼要件との比較
重放火罪の一部の破壊要件は, 無制限の点火行為と建造物内の一体性をもた
らす。立法者意思と抽象的危険犯の性質を重視した場合, 練炭に点火してたく
と一酸化炭素が発生するように, クッションや布団をじわじわ燃やす放火行為
で足りることになりかねない。そうすると, 既遂時期の早期化を避けつつ, 重
放火罪の法定刑の重さを根拠付けるため, どのような観点から制限的解釈を展
開できるのかが問題となる。
破壊要件の制限的解釈の着眼点は, 燃焼要件の補充として並列的に規定され
たことである。これまでの判例は, 重放火罪の燃焼要件について, 建造物の副
次的な構成部分である壁紙や天井クロスの焼失を不十分としてきた。
(47)
非現住部
分の地下室や店舗が放火客体になった場合, 第一段階目に重要な構成部分の床,
壁や天井自体が燃え続けなければならない。
この観点を破壊要件に応用すれば, 壁紙や天井クロスの煤汚れが不十分とな
り, 並列的に規定された燃焼要件と調和する。これまでの判例・学説は, 破壊
の程度に「重大さ」を要求してきた。
(48)
とりわけ, 連邦通常裁判所2002年９月12
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学会編・前掲注(18)230頁参照。
(47) 連邦通常裁判所1981年３月19日判決 (NStZ 1981, 220), 同1990年７月26日判決 (StV
1990, 548), 同2000年12月14日決定 (NStZ 2001, 252), 同2001年12月５日決定, 同2005年
12月21日決定 (NStZ-RR 2006, 101), 同2013年11月14日判決, 同2017年９月５日決定
(NStZ-RR 2017, 375)。
(48) G. Wolters, SSW-StGB, 3. Aufl., 2016,306 Rn. 14,306a Rn. 14 ; U.	
(Anm.
43), 306 Rn. 12 ; K. /M. Heger, (Anm. 23), 306 Rn. 4 ; G. Heine /N. Bosch, 
, StGB, 30. Aufl., 2019, 306 Rn. 16 ; T. Fischer, (Anm. 23), 306 Rn. 17.
日判決 (BGHSt 48, 14) と同2009年７月14日決定 (NStZ 2010, 151) は, 修理期
間に３・４週間を要した壁紙や天井クロスの激しい煤汚れでも不十分としてい
る。
(49)
媒介物からの煤, 煙や有毒ガスを無制限に取り込める点火概念の歯止めと
して, 破壊要件に建造物の重要な構成部分の物理的な損傷を要求するのであ
る。
(50)
その意味で, 第一段階目に非現住部分の放火客体に重大な破壊の程度を要
求することに限り, 本判決の判断基準は支持できる。
この物理的な損傷としては, 例えば, 非現住部分の地下室や店舗に放火した
ところ, 同部分の鉄骨・鉄筋の支柱が歪曲したり, コンクリート造りの床, 壁
や天井が崩落したりして著しい強度低下を生じた場合である。この場合, 震災
時のように, 建造物全体にも倒壊の危険が生じることから, たとえ上階の現住
部分が無傷であったとしても, 機能的に各居室に住めなくなる。そうすると,
本判決が要求した現住部分の物理的な損傷を生じなくても, 住居者の生命・健
康に対する抽象的危険を伴うので, 住居用途の相当な期間の使用不可能性で足
りることになる。
次に重放火罪の燃焼要件は, 第二段階目に放火客体の非現住部分から, 現住
部分への延焼の可能性を生じなければならない。実際に各居室が無傷で燃えな
くてもよく, 延焼の可能性の段階で足りるのは, そのまま放置すれば自発的・
持続的に進展し, 天井の空間伝いに燃え上がる火の性質が根拠となる。例えば,
１階の店舗の天井が燃え続けるということは, ２階の居室の床も燃えうると評
価できることである。
それに対して, 重放火罪の破壊要件は, 建造物自体に燃焼作用を生じず, 著
しい強度低下による倒壊の危険まで至らなかった限界事例で問題となるので,
媒介物の火力から破壊作用を生じている段階にすぎない。
(51)
鉄骨・鉄筋やコンク
リート部分は燃焼作用を生じないので, 煤, 煙や有毒ガスの継続的な発生も起
こり難いからである。
(52)
例えば, 金属を加工する鉄工所やコンクリートで囲われ
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(49) これらの事案は, 現住部分の居間や子供部屋が直接的に放火客体となったものである。
放火された場所が現住か非現住部分かを問わず, まずは建造物自体の物理的な破壊の程度
を必要とすることになる。
(50) Vgl. M. Heghmanns, (Anm. 43), S. 556 f. また, 秋元洋祐「ドイツ放火罪の破壊要件に
ついて」刑ジャ47号 (2016年) 20頁も同旨。
(51) 秋元・前掲19頁以下。
たごみ焼却場が, 滞在者に対する危険を生じずに稼働していることである。こ
の媒介物からの破壊作用に上階へと拡散する気体状の煤, 煙や有毒ガスが取り
込まれるので, 建造物内の一体性から現住部分への延焼の可能性が不要となる。
そこで, 建造物自体の別の構成部分に次々と燃え広がりうる燃焼要件と, 放
火客体内の媒介物から煤, 煙や有毒ガスが放出されるにすぎない破壊要件の差
異を埋めるため, 機能的な使用不可能性の対象を住居用途に限定するしか着眼
点が残されていない。破壊の程度だけでなく, 破壊の場所にも着目することで
ある。無制限の点火行為と建造物内の一体性をもたらした緩和化に対して, 相
当な期間の使用不可能性を「重要な住居用途」に厳格化することで対処する。
すなわち, 重放火罪の一部の破壊要件は, 大規模建造物の事案において, 第二
段階目に住居部分の相当な期間の使用不可能性を必要とすると解すべきである。
このように解すると, 現住部分への延焼の可能性で足りる燃焼要件よりも,
各居室の居間や寝室の著しい煤汚れまで必要とすることから, 破壊要件の既遂
時期が遅くに設定されるが, 個別具体的な事案では燃焼要件で重放火罪の未遂
となるものが回されてくるだけである。
(53)
可燃性建材の木材の発火温度が260℃
以上となるのに対して, 鉄骨・鉄筋やコンクリート部分の強度低下が500℃以
上になるので, 第一段階目の破壊要件の物理的な損傷に達するよりも前に, す
でに燃焼要件で重放火罪の既遂が認められる。本事案では, 燃焼要件で重放火
罪 (特別重放火罪) の既遂が認められるので, 補充的な破壊要件で同罪の未遂
を取り上げなくてもよいことである。
お わ り に
本判決は, これまでの判例が共同住宅と複合用途建造物の事案の類型化で区
別していたのに対して, 判断基準の統一化傾向を示した。非現住部分の地下室
や店舗が放火客体になった場合, 第一段階目に同部分の重要な構成部分が継続
燃焼しなければならない。第二段階目に現住部分への延焼の可能性を生じるこ
とである。
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(52) 日本火災学会編・前掲注(18)63, 244頁, 細井正弘ほか「放火罪」判タ1424号 (2016
年) 45頁注(18)参照。
(53) 連邦通常裁判所2010年１月26日決定, 同2011年５月10日決定。
判例は, 一体的な住居建造物を前提としつつも, 一体性の判断要素に何らか
の制限的解釈を反映させていない。そこで, 放火客体が非現住部分となる特殊
事情を重放火罪の「燃焼要件」に反映させ, 統一的に現住部分への延焼の可能
性を要求することは支持できる。重放火罪の既遂が認められるためには, すべ
ての事案で非現住部分の継続燃焼からさらに火災が進展し, 実際に現住部分へ
の延焼の可能性を生じなければならない。
本判決は, 現住部分への延焼の可能性を判断する際に, 放火客体の店舗内に
収納された可燃物の量に着目している。しかしながら, 放火客体の収納可燃物
の量に着目すると, 同一の建造物内でも結論が左右されることになる。例えば,
同一マンションの空室と倉庫室で罪名が異なることである。
また, 実際に現住部分への延焼の可能性を生じた場合, 居室に滞在している
住居者の生命・健康に対する具体的危険も伴う。人体の火傷の危険が60℃以上
となるのに対して, 可燃性建材の木材の発火温度が260℃以上になるからであ
る。燃焼要件に現実的な延焼の可能性を要求した場合, 重放火罪の抽象的危険
犯を具体的危険犯に格上げしてしまう。階下の放火客体から火が立ち昇ってく
るのに対して, 住居者らが避難の際に, 上階から階段を駆け下りなければなら
ない大規模建造物の特殊事情を考慮すると, 実際の延焼の可能性は過度な要求
となる。
重放火罪の燃焼要件に制限的解釈を取り込むのは, ベターな選択にとどまる。
よりベストな選択肢は, 燃焼要件に先行する客体性の問題として,「建造物の
一体性」を問題領域とすることである。接続部分の「防火壁や防火扉等の耐火
構造」を認定する際に, 現住部分への延焼を排除できていたのかどうかを加味
する。この耐火構造で重要となるのが, 窓ガラスの開口部, 空調用の通気口や
台所の排気口である。また, 吹き抜けの階段室や竪穴構造のエレベーターシャ
フトも延焼経路に挙げられる。
この着眼点は, 身近なことで例えると, やかんでお湯を沸かす際にガスコン
ロの「上」に乗せたり, 一昔前の湯船で「上部」が熱く下部がぬるかったりす
るように, 火災に伴う高温・高熱が室内の天井部分に滞留することである。火
災時の上昇気流により, 非現住部分から上部に伸びた通気口等を通じて, 共用
部分や現住部分に自然発火をもたらす高温が及ぶ。すなわち, 火の性質からし
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て火災は床伝いではなく, 天井伝いに燃え広がるのである。
この評価は, わが国でも同様である。建築基準法27条１項の主眼は, 滞在者
の避難時間の確保, 建造物自体の倒壊及び周囲の建造物への延焼を防止するこ
とにあり, 放火客体の一室内で火災を食い止めるものではないからである。例
えば, マンションの201号室と202号室の間の廊下に防火扉を設置できず, 各階
の階段室だけに設けられているように, ワンフロアで火災を停滞させて, 上階
の現住者が階段を駆け下りられる時間稼ぎにある。
そうすると, 仙台地判昭和58年３月28日 (刑月15巻３号279頁) の事案でも,
現住部分への延焼の可能性を否定し難かったと思われる。同判決は, 高度な可
能性・蓋然性を要求することで, 放火客体の非現住部分がフローリングの床,
共用部分の廊下や階段が木造で構成されているように, 現住部分まで可燃性建
材が連続しているのかどうかに着目したといえる。
しかしながら, 天井の空間伝いに燃え広がる火災の性質と, 完璧な耐火構造
まで要求されていない法的義務からすると, 東京高判昭和58年６月20日 (東高
刑時報34巻４＝６号30頁) の「現住部分への延焼が絶対にないとはいえない程
度」や, ドイツの判例が複合用途建造物の事案で示した「延焼を排除できない
程度」で足りると解すべきである。すなわち, 上階へと燃え上がる火の性質か
らして, 一棟は一個的, 別棟は別個的である。
本事案では, 店舗区画の地下室に通じるドアと階段が木製で実際に延焼結果
を生じており, 大規模火災を引き起こすガス管にも損傷を生じたことからする
と, 住居区画の地下室を一種の迂回ルートとして, １階以上の現住部分への延
焼の可能性を肯定できる。まさに背後から火の燃え広がりが迫るなか, 被告人
が連絡ドアを通じて住居区画の地下室まで行き着き, そこで重度の煙中毒を被っ
て生命の危機に瀕したことは, 燃焼要件で重放火罪の既遂, 破壊要件で同罪の
未遂を裏付ける事実となるのである。
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